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テレコムサービス協会 MVNO委員会とは

 沿革 平成６年 (社)特別第二種電気通信事業者協会、全国一般第二種電気

通信事業者協会、音声VAN振興協議会、(社)日本情報通信振興協会の

４団体が統合し発足。

 会員 ・全国11支部に259会員が加盟(2016年5月現在）

・電気通信事業者および情報通信関連事業者などICT企業が中心

(一社)テレコムサービス協会とは

ＭＶＮＯ委員会とは

 (一社)テレコムサービス協会において、2013年11月より活動を開始

 参加事業者 42社（端末メーカーなど関連事業者も含む。2016年4月末現在）

- SIM型は、大手がほぼ加入（NTTコミュニケーションズはオブザーバーとして参加）

 テーマ・目的 MVNOに関する情報収集、調査・研究、政策・制度への提言

 これまでの主な活動（青少年インターネット環境整備関係）
- 2014年9月 MVNOにおけるフィルタリングの提供状況実態調査第1回を実施
- 2015年3月 MVNOがフィルタリングサービス提供のための手引き・例示として指針（ガイドラ

イン）（第１版）を作成。公開
- 2015年5月 MVNO事業に係る説明会の開催、フィルタリング実態調査第2回を実施
- 2016年3月 フィルタリング実態調査第3回を実施
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MVNO委員会に加盟する事業者

（株）朝日ネット
（株）インターネットイニシアティブ
（株）ＮＴＴぷらら
（株）ケイ・オプティ・コム（株）
ＧＭＯインターネット（株）
（株）ジュピターテレコム
ソネット（株）
（株）ＤＭＭ．Com

（株）TOKAIコミュニケーションズ
（株）ドリーム・トレイン・インターネット
ニフティ（株）
日本通信（株）
（株）ハイホー
ビッグローブ（株）
プラスワン・マーケティング（株）
（株）Ｕ－ＮＥＸＴ
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2016年5月末現在

この他 NTTコミュニケーションズがオブザーバとして参加

MVNO委員会加盟事業者のうち、

主に個人向けにサービスを提供するMVNO事業者の例



ＭＶＮＯとは
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 MVNO（Mobile Virtual Network Operator）とは
‒ NTTドコモ等の既存の携帯電話事業者（MNO：Mobile Network Operator）から無線ネットワークを調

達して、移動通信サービスを提供する電気通信事業者。

MVNOの契約数は1,155万（ 2015年12月末） 移動系通信の契約数の７.２％※１

MVNOの事業者数は210社（ 2015年12月末） ※１

SIMカード型の契約者数は405.8万（ 2015年9月末）※２

※１：総務省 「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表」（平成2７年12月末時点）
※2：ＭＭ総研「国内MVNO市場規模の推移（2015年９月末）」

MVNOはまだ利用者も少なく、発展途上のサービス
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出展：MM総研「国内MVNOの市場規模の推移（2015年9月末）」



MVNOが提供するサービスの概要
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MVNOは料金の低廉化を通じて、消費者の利益になっている

出展：総務省・携帯電話の料⾦その他の提供条件に関するタスクフォース
第１回「「携帯電話の料⾦その他の提供条件」に関する現状と課題」



ＭＶＮＯのサービス具体事例
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音声通話機能付きSIM

データ通信専用SIM

プリペイドＳＩＭ

MVNOの料金は、低廉でシンプルなのが特徴

データ通信専用SIMとSIM単体の契約割合が多いのが特徴

プリペイドSIM利用者
は訪日外国人の割
合が多い



MVNOの特徴

端末は多様な流通経路から利⽤者が選択。サービスと同時購⼊
とは限らない。
MVNO事業者とは別の量販店や中古端末販売店からの購⼊も多
い。
MVNO事業者は、SIMフリーのスマートフォンを単体または
セット、オプションで⼀括、⽉額分割払い料⾦などで提供する
が、SIM単体での契約も多い。
MVNOの申し込みはWeb経由メインだが、量販店に契約カウン
ターを持つところもある。
MVNOでは、キャリアショップのような店舗網を持つところは
きわめて例外的。
通話機能のないデータ通信専⽤サービスの割合が多い。
サービス料⾦の決済はほとんどがクレジットカードによる。
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MVNOのサービスの特徴と青少年の利用

1. ⻘少年との契約について
• ⻘少年とは契約は認めていないところがほとんど。（調査11社中10社）
• 年齢制限を設定していない場合でも、⽀払いは本⼈名義のクレジットカードな
ので、⻘少年が契約することはほぼ不可能。

2. 契約者と利⽤者の関係について
• 利⽤者は規約で契約者本⼈に限る場合が多く、家族についても同様。
• 家族会員制度を設けている事業者もあり、その場合は利⽤者を把握。
• 現時点では利⽤者の把握を実施している事業者はまだ少数（11社中3社）だ
が、委員会ガイドラインで規定し、各社とも実装する⽅向

3. フィルタリングの提供
• P12にあるように、直近の調査では11社中8社がフィルタリングを提供。（未
提供の会社は利⽤者としても⻘少年の利⽤が規約上認められていない、または
提供を準備中）

• フィルタリングは1社が無料、7社は有償のオプションとして提供。
• 提供⽅法としては、1社がネットワーク、7社はアプリで提供。
• ⻘少年が利⽤者となる場合のフィルタリングの周知については、今後の課題。
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MVNOにおける青少年へのフィルタリングサービスの
加入奨励に関する指針（ガイドライン）の概要

① 使用者の確認

（対応例）新規契約申込書に青少年使用有無の欄を設ける。既契約者にも、契約変更等の機会を捉え確認する。

② フィルタリングサービスの説明

（対応例）オンライン申し込みの際、設定方法を記載したＷｅｂページを案内。パッケージや同梱物に説明事項等を記載

③ 利用開始時又は利用中のフィルタリングサービスの解除申出の確認

（対応例）保護者に対してパンフレットやリーフレットを交付。なりすまし防止のため、非加入申告に際して保護者の本人確認を行う。

○ その他のインターネットサービス利用環境整備策

○ 携帯電話事業者における青少年へのフィルタリングの提供は、法律上の義務付け
※ 青少年インターネット環境整備法では、MVNOを含む携帯電話事業者において、契約者又は使用者が青少年である場合、フィルタリングサービスの

提供を条件として、携帯電話によるインターネットサービスを提供しなければならない。

○ MVNOの特性を考慮しつつ検討
（特性） ・スマートフォンによるインターネット利用 ・比較的安価でのサービス提供

・多様な端末でのインターネット利用 ・多様な販売形態によるサービス提供

フィルタリングの提供方法 → 「指針（ガイドライン）」として提示
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• 近年のMVNOの急速な進展を踏まえ、MVNOおける青少年へのフィルタリングサービスの提供について、社
会的な責務として、関係事業者における具体的な取組が求められている。

• MVNO委員会では、平成26年7月に設置した消費者問題分科会において検討を行った結果、結果を報
告書として取りまとめ、MVNOのフィルタリング提供のための手引き・例示として指針（ガイドライン）（第１
版）を作成。

• 今後、既存事業者の更なる改善や新規事業者の導入促進により、MVNOの更なる発展と安心・安全な利
用環境整備を期待。



MVNOによるフィルタリングサービス提供の例
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MVNOにおけるフィルタリングの現状調査

第1回 2014年9月実施 9社が回答

第2回 2015年5月実施 10社が回答

第3回 2016年3月実施 11社が回答

青少年向けフィルタリングの提供方式、対象（OS）、青少
年利用者や年齢の把握状況

調査結果の一部について紹介します。
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MVNOにおけるフィルタリングの提供状況の変化

1

1

7

第1回（2014年9月）

1
1

7

1

第２回（2015年5月）

1

7

3

第3回（2016年3月）

アプリ型で提供している提供していない

ネットワーク型で
提供している

フィルタリングを提供する事業者は着実に増加
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第3回調査から

1

5

2

1

フィルタリングを提供している場合の料金

無料 有料（月額500円未満）

有料（月額500円以上～1000円未満） 有料（月額1000円以上）

1社で複数のフィルタリ
ングを提供している場
合、重複回答あり
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6

2

利用者が青少年であると判明した場合の対応

フィルタリングの説明をしている フィルタリングの説明はしていない

第3回調査から

A社 現在、利用者情報の把握を
進めている。（未成年者は契
約者となることができない）
フィルタリング提供開始を検討
しており、それにあわせて説明
の実施に取り組む予定。

B社 未成年者とは契約してな
い。MVNO事業者としての統
一方針を共有していきたい。



MVNOによる青少年・保護者等に対する啓発活動

MVNO委員会加盟の各MVNO事業者では、地域の団体・学校・PTAの
要請を受け、共に青少年や保護者に対する啓発活動を実施

SNS防犯対策のアプリなども提供
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